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１．全国農業委員会会長大会及び県選出国会議員に対する要請
平成２７年度全国農業委員会会長

大会が｢新たな農業委員会組織･制度
の確立に向けて｣をテーマに、５月
２８日東京都日比谷公会堂で開か
れ、全国から農業委員会会長等２，
０００人が結集、本県から坂井会長
をはじめ１６市町２０人が参加され
ました。

同大会では、｢農業委員会等に関
する法律改正法案等を内容とした
｢農業協同組合等の一部を改正する
等の法律案｣が４月３日に閣議決定
され、現在、開会中の通常国会に提
出され審議されることから、現場の
実態に即した法律改正を求める「新たな農業委員会制度の確立に関する要請｣を
決議しました。

会場からは、「農地解放以来優良農地を確保･活用し食料の安定供給に努めて
きた農業委員会制度の改正がなぜ必要か？」の声も未だ尾を引く中、執行部は、
『農業委員会は時代の変化に対応しつつ、独立した行政委員会として｢土地と人｣
対策を通じ、地域農業の維持･発展に取り組んできたことを説明しました。今後
とも、地域に根ざした農業委員会･農業委員が｢自信と誇り｣｢やる気｣｢情熱｣をも
って役割･機能を十分に発揮していくことが重要』と理解を求め採択されました。

同決議は、①農業委員･推進委員の現場の実態に即した円滑な選任、②農業委
員・農地利用最適化推進委員の十分な定数の確保、③女性･青年農業委員の登用
促進、④農業委員会事務局体制整備･強化、⑤都道府県農業会議･全国農業会議所
の円滑な組織変更と財源確保、⑥新制度への円滑な移行措置の確保などが内容と
なっています。

この他、｢新たな基本計画を実現する農政の確立に向けた提案」、「ＴＰＰ交渉
において国会決議の遵守を求める要請｣なども採択されました。

大会終了後２班に別れ、県選出国会議員７名に対し、｢なぜ法律改正が必要な
のか？｣の気持ちを持ちながらも、新たな制度に対応し、農業委員会･農業委員と
しての役割を発揮していくため、農業委員･推進委員の選出方法や定数、年齢や
性別等の偏り、認定農業者の農業委員としての選任など、地域の実態と照らし合
わせての課題や新制度への移行に向け、政省令等の早期開示等を求めました。対
応した国会議員からは、地域の実態は承知しているので、地域の実態に即し地域
農業の維持･発展につながるような法律改正となるよう審議に臨みたいと返答が
ありました。



２．農業委員会組織・制度改革の動き

農業委員の公選制度及び議会・団体推薦が廃止され、市町長が議会の同意を
得て任命制にするとともに、農業委員数を半減し、農地利用の最適化を図る農地
利用最適化推進委員を新設する等を内容とした「農業委員会等に関する法律の改
正」が国会で審議されているところです。(これまでの経過は下記のとおり)

農業委員会の組織・制度改革が余儀なくされておりますが、国の動向を注視し
ながら対応を検討する必要があります。

《農業委員会組織・制度改革のこれまでの経過》

○平成２５年

１１月２７日 ・規制改革会議が「今後の農業改革の方向について」を発表

○平成２６年

５月１４日 ・規制改革会議農業ＷＧが「農業改革に関する意見」を公表

５月２７日 ・農業委員会系統組織が全国農業委員会会長大会で「農業・農村の再生に向けた農

業委員会制度・組織改革に関する要請」を決議

６月１０日 ・自由民主党農林水産戦略調査会・農林部会・農業委員会・農業生産法人に関する

ＰＴ・新農政における農協の役割に関する検討ＰＴ、公明党農林水産部会が「農

協・農業委員会等に関する改革の推進について」を決定

６月２４日 ・政府が「規制改革実施計画」等を閣議決定

１２月 ４日 ・農業委員会系統組織が全国農業委員会会長代表者集会で「農業委員会組織・制度

見直しに関する要請」を決議

○平成２７年

２月 ９日 ・自由民主党農協等法案検討ＰＴ・農林水産戦略調査会・農林部会が「法制度等の

骨格」を決定

３月１９日 ・自由民主党農協等法案検討ＰＴ・農林水産戦略調査会・農林部会が「農業協同組

合等の一部を改正する等の法律案（骨子）」を決定

３月２５日 ・自由民主党農協等法案検討ＰＴ・農林水産戦略調査会・農林部会が「農業協同組

合等の一部を改正する等の法律案（条文）」を決定

４月 ３日 ・法案閣議決定

６月２５日 ・農業協同組合法等の一部を改正する等の法律案を可決－衆議院農林水産委員会－

（本会議採決は６月３０日の予定）

３．農業委員会職員協議会第52回定期総会・研修会を開催

県農業委員会職員協議会(会長・鬼﨑哲
也)は、５月１５日に佐賀市で「第５２回定期総
会」を開催し、会員４５名が出席。農地中間管
理事業や農地台帳の整備・公表の実施に伴
い、農地の利用調整や遊休農地対策、担い
手の確保・育成など農業委員会業務の適正
な実施に関する検討・研修会等を行うことなど
を内容とした平成２７度の事業計画を決定しま
した。

総会終了後、農業会議との共催で研修会
を開催し、全国農業会議所農地・組織対策部
の山村部長を講師に招き「農業委員会制度・組織をめぐる情勢と役割」をテーマに、制
度改革の動きを踏まえ、優良農地の確保と利用調整、担い手の確保・育成につい
て積極的に取り組み、活動が外部からしっかりと理解されるよう、今後とも「見
える化」の推進に取り組むこと等を強調されました。



４．加入推進目標の達成に向け研修会を開催

平成27年度は『加入推進３ヵ年計画』の最終年度 !!

目標216人の達成まで“あと77人”

平成２７年度の農業者年金加入推進
目標の早期達成を図るため、農業者年
金基金と農業会議・ＪＡ中央会の共催
による加入推進研修会を５月２２日、
佐賀市で開催。県内の加入推進部長、
女性農業委員、農業委員会・ＪＡの職
員等約１３０人が出席のもと年金加入
推進３ヵ年計画の基本方針に基づき、
積極的な加入推進活動に取り組むこと
とし、特に若い世代の農業者や女性農
業者に重点を置いた最終年度の取り組
みや市町毎の加入推進目標を確認しました。

４月・５月の新規加入者数は下記の加入推進状況のとおり、市町において早期
の取り組みに差がみられます。田植え後は戸別訪問活動の時季でありますので加
入推進部長を中心に、全農業委員が目標達成に向け、積極的な加入推進をお願い
します。

○ 農業者年金加入目標・推進状況 ○ (単位：人)
27年 ３ヵ年

市 町 名 ３ｶ年 2ｶ年 27年度 4･5月加入 達成率 残り
目標 実績 目標 者累計 (％) 確保数

佐 賀 市 ３０ 25 ５ 8 110 (3)
神 埼 市 ６ 2 ４ 0 33 ４
吉野ヶ里町 ※ １ 2 １ 0 200 (1)
鳥 栖 市 ２ 0 ２ 0 ０ ２
基 山 町 １ 0 １ 0 ０ １
上 峰 町 １ 0 １ 0 ０ １
み や き 町 ※ ３ 3 1 1 133 (1)
多 久 市 ５ 3 ２ 0 60 ２
小 城 市 ※ ９ 9 1 0 100 (0)
唐 津 市 ５８ 26 32 3 50 29
玄 海 町 ８ 6 2 1 88 1
伊 万 里 市 １９ 5 14 ０ 26 14
有 田 町 ２ 0 2 0 0 2
武 雄 市 ６ 2 4 ０ 33 4
大 町 町 １ 0 1 0 ０ 1
江 北 町 ※ ３ 7 1 ０ 233 (4)
白 石 町 ２９ 22 7 2 83 ５
鹿 島 市 １３ 12 1 0 92 1
太 良 町 １０ 4 6 0 40 6
嬉 野 市 ９ 5 4 0 56 4
合 計 216 133 92 15 69 77

※…自主目標設定市町



５．平成27年度全国農業新聞の普及推進について

６月から各農業委員会の定例会で全農業委員に推進の
お願いをしておりますが、成果が現れておりません。

平成27年度の普及目標：２,０００部

目標必達に向け

｢農業委員１人・１年・１部純増｣の確実な推進を!!

目標達成に向けた取組み
(1)「農業委員１人・１年・１部純増」運動を確実に実施
(2)毎月の定例農業委員会で普及状況・目標達成状況を確認
(3)農業委員による戸別訪問や畦ばた会議、日常の相談活動、農業者との
意見交換会等で普及推進

○新聞の普及部数は農業委員の活動のバロメーター!!
・農業委員は地域農業者の代表
・農業者への情報提供は農業委員の役割(農委法第６条第２項第５号)

平成27年度普及推進目標・普及状況 （単位：部）
現在

農業 26年度末 27年 目標達成
市町名 7月

委員数 実績 6月 度目標 必要部数
申込 中止 部数

佐 賀 市 45 258 267 2 4 265 276 11

神 埼 市 37 99 97 0 1 96 116 20

吉野ヶ里町 21 69 65 1 3 63 79 16

鳥 栖 市 22 48 47 0 12 35 58 23

基 山 町 13 27 25 0 2 23 33 10

上 峰 町 10 23 21 0 0 21 27 6

み や き 町 24 55 35 0 0 35 66 31

多 久 市 16 68 68 0 0 68 75 7

小 城 市 27 115 109 0 0 109 127 18

唐 津 市 37 201 207 0 3 204 216 12

玄 海 町 13 55 55 0 1 54 61 7

伊 万 里 市 23 92 87 0 1 86 102 16

有 田 町 14 25 30 0 0 30 31 1

武 雄 市 37 113 107 0 0 107 130 23

大 町 町 10 31 28 0 1 27 35 8

江 北 町 １３ 79 77 1 2 76 85 9

白 石 町 37 89 85 0 4 81 106 25

鹿 島 市 20 73 72 0 1 71 82 11

太 良 町 14 40 40 0 3 37 46 9

嬉 野 市 26 84 80 0 2 78 95 17

農 業 会 議 － 198 195 1 1 195 154 －

合 計 459 1,842 1,797 5 41 1,761 2,000 239



６．常任会議員会議（Ｈ27年5月～6月）

１．議事
○農地法第４条第３項及び第５条第３項の規定による佐賀県知事等からの諮問案件に

ついて審議した結果、下記のとおり「許可相当」として答申することに決定しました。

<農地法関係処理状況>

会議名 開催日 区分 件数 面積(㎡)

第４条 18 9,694
第417回 ５月27日

第５条 54 78,018

第４条 18 16,782
第418回 ６月29日

第５条 56 71,103

２．報告事項等
【５月】

(１)平成２７年度全国農業委員会会長大会における要請内容及び要請活動について

(２)その他

【６月】

(１)農業委員会改革をめぐる情勢について

(２)その他

３．現地調査
６月29日開催の第418回会議前に、下記当日諮問案件の現地調査を行いました。

・農地法第４条、佐賀市・営農型発電設備用地への転用

・農地法第４条、佐賀市・工事用作業場用地への一時転用

・農地法第５条、佐賀市・条件付分譲住宅用地への転用

7．今後の行事予定

月 日 時間 場所 内容

７ 13 10:00 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 農業者年金担当者研修会

14 13:30 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 女性農業委員研修会

22 13:30 ハートフル諸富 第１回農業委員研修会

10:00 集落営農組織法人化指導者向け研修会
29 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ

13:30 第419回常任会議員会議

30 13:30 アバンセ 農業簿記講習会(第１回)【全５回】

８ 6 13:30 アバンセ 農業簿記講習会(第２回)

11 13:30 アバンセ 農業簿記講習会(第３回)

20 13:30 アバンセ 農業簿記講習会(第４回)

25 13:30 アバンセ 農業簿記講習会(第５回)

28 13:30 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 第420回常任会議員会議



平成２７年度

複式簿記を記帳して農業経営力をレベルアップ！
簿記の基礎を学び、実際にパソコンを使った記帳に挑戦しませんか？

○ 対象者：地域農業の担い手である認定農業者等
記帳方法等を見直したい方 先着２０名程度

○ 受講料：無料

○ 申込方法：参加申込書を下記事務局へ送付してください。

○ 会場：どんどんどんの森｢アバンセ｣（佐賀市天神3-2-11）

開 催 日 開始時間 講義内容

7月30日(木) 13時30分
複式簿記を

学ぼう
複式簿記の基本

記帳開始時の演習

１．座学講習会

2．パソコン活用講習会

開催日 開始時間 講義内容

8月 6日(木)

13時30分
パソコンで
記帳しよう

仕訳演習等(1)

8月11日(火) 仕訳演習等(2)

8月20日(木) 仕訳演習等(3)

8月25日(火) 決算

○ 講習会カリキュラム

締切:7月17日！

佐賀県農業会議
〒849-0925 佐賀市八丁畷町8-1佐賀総合庁舎4F
TEL：0952-20-1810 FAX：0952-20-1818

主催・問い合わせ



こんなに安心・有利！ 農業者年金12話 農業者年金制度と加入推進 平成27年度版

農業者年金の良さを特定社会 加入推進の基本である「農業
保険労務士が易しく解説。農 者年金の必要性を伝えるこ
業者が読んで「なるほど納 と」、「農業者年金の魅力を伝
得！」という一点です。 えること」から始まり、制度

のあらましについてわかりや
すく説明しています。

図書コード 27-03
定価 160円 図書コード 27-04
規格 A4・16頁 定価 400円

規格 A4・52頁

2015年度版 農業者年金に加入しましょう 2015年度版 農業者年金に加入しましょう
―年金の仕組みと政策支援ー

農業者年金の加入推進用の定 農業者年金の加入推進用の定
番リーフレットです。 番リーフレットです。

図書コード 27-05 図書コード 27-06
定価 45円 定価 90円
規格 A4・4頁 規格 A4・8頁

農地台帳の整備と活用の手引き 耕作放棄地解消活動事例集Vol.7

農地台帳の管理項目を掲載 平成26年度の「第7回耕作放
し、農地台帳の整備の仕方で 棄地発生防止・解消活動表彰
は、準備から調査、データ更 事業」で表彰された活動事例
新、各項目の記録の仕方、台 を収録。「ポイント」を分か
帳と地図の電子化までを解 りやすくまとめています。
説。

図書コード 27-08
図書コード 27-07 定価 515円
定価 420円 規格 A4・32頁
規格 A4・52頁

農振制度と農転制度の運用が明確化されました 改訂5版 農業経営基盤強化促進法の解説

平成25年12月に閣議決定さ 認定農業者等担い手の育
れた「事務・権限の委譲等に 成と農地集積等の支援を
関する見直し方針について」 目的とする基盤法につい
を、コンパクトに分かりやす て、改正経過と条文ごと
く解説。 の詳しい解説を掲載。

図書コード 27-09 図書コード 26-40
定価 45円 定価 3,600円
規格 A4・ﾘｰﾌ4頁 規格 A5・586頁

お申し込み・お問い合わせは
佐賀県農業会議（電話：0952-20-1810）まで！

～ 新刊図書案内 ～


